













































(1) 貸借対照表剰余金基準（BlanceSheet Surplus Test）は資本侵害基準（Capital
Impairment Test）ともいわれる。配当規制基準として，ほかに純利益基準（NetPro-








































































































































































































ルコトヲ要ス 1 （額面超過金〉 2 〈払込剰余金〉 3 （財産評価益〉
4 （減資差益〉 5 〈合併差益〉
昭和37年商法第290条第1項「利益ノ配当ハ貸借対照表上ノ純資産額ヨリ左




































































































































































刷新株発行費（第286条ノ 4，昭和25年〉 （ロ）社債発行費（第286条ノ 5,
昭和37年〉
(4) 利益または利息の前払いに似た性格をもつものとして，
付）建設利息（第291条，明治32年〉 （ロ）社債発行差金（第287条，昭和13
年〉
(1) 「連続意見書」第5「繰延資産についてJ （昭和37年〉によれば，ある支出が繰延
経理される根拠は，つぎの二つに分類される。
① ある支出が行なわれ，また，それによって役務の提供を受けたにもかかわらず，
支出もしくは役務の有する効果が，当期のみならず，次期以降にわたるものと予想さ
れる場合，効果の発現とし、う事実を重視して，効果の及ぶ期間にわたる費用として，
これを配分する。
② ある支出が行なわれ，また，それによって役務の提供を受けたにもかかわらず，
その金額が当期の収益に全く貢献せず，むしろ，次期以降の損益に関係するものと予
想される場合，収益との対応関係を重視して，数期間の費用として，これを配分する。
税法は，法人が支出する費用のうち支出の効果がその支出の日以後1年以上に及ぶ
ものを繰延資産とする例示説（支出効果説）をとっている（法人税法第2条第25号〉。
(2) 建設利息の性格については， さらに説が分れる。資本払戻し説（資本欠損説），資
本評価勘定説，資本的支出説等がある。また社債発行差金については社債評価勘定説
が有力である。
(b）引当金
昭和37年商法第287条ノ 2「特定ノ支出叉ハ損失ニ備フル為ニ引当金ヲ貸借
-179ー
-478-
対照表ノ負債ノ部ニ計上スルトキハ其ノ目的ヲ貸借対照表ニ於テ明カニスルコ
トヲ要ス
①前項ノ引当金ヲ其ノ目的外ニ使用スノレトキハ其ノ理由ヲ損益計算書ニ記載
スルコトヲ要ス」
商法は債務としての法的性質を有しない引当金を負債の部に計上することを
認めた。昭和37年商法の引当金には，条件付債務を除いた負債性引当金と利益
留保性引当金（特定引当金〉がふくまれた。引当金の設定は会社の自由意思に
任されたが，財務諸表に一定の表示を要求することによって計上の濫用を防止
しようとした。しかし利益留保性引当金の設定が論難されたことはし、うまで
もない。
昭和46年商法第287条ノ 2 「特定ノ支出叉ハ損失ニ備フル為ノ引当金ハ其ノ
営業年度ノ費用叉ハ損失ト為スコトヲ相当トスル額ニ限リ之ヲ貸借対照表ノ負
債ノ部ニ計上スルコトヲ得」
利益留保性の引当金は排除され，公正な会計慣行に照らして費用性を有する
引当金（債務たるものを除く〉のみが引当金として計上できることに改められ
た。商法上の引当金は，法律上の債務ではないから，その計上が強制されるも
のではなし、。引当金の範囲は，商法上，会計上，税法上において，それぞれ異
注
なる。
注 負債性引当金について（企業会計原則注解〔注目〉）「将来の特定の費用又は損失で
あって，その発生が当期以前の事象に起因し，発生の可能性が高く，かつ，その金額
を合理的に見積ることができる場合には，当期の負担に属する金額を当期の費用又は
損失として引当金に繰入れ，当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部叉は資産の部
に記載するものとする。
製品保証引当金，売上割戻引当金，返品調整引当金，賞与引当金，工事補償引当金，
退職給与引当金，修繕引当金，特別修繕引当金，債務保証損失引当金，損害補償損失
引当金，貸倒引当金等がこれに該当する。……」
税法上の引当金には，貸倒引当金，返品調整引当金，賞与引当金，退職給与引当金，
特別修繕引当金，製品保証引当金がふくまれる（法人税法，第7目引当金〉。なお租税
特別措置法上の準備金が引当金に該当するかは，個々に検討を要するところである。
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ω 継続性の原則
昭和56年の改正によって，監査役および会計監査人は，監査報告書において，
「貸借対照表叉ハ損益計算書ノ作成ニ関スル会計方針ノ変更ガ相当ナルヤ否ヤ
及其ノ理由」（第281条ノ 3第2項第5号〉を記載すべきこととされた。また昭
和57年の改正によって計算書類規則は，貸借対照表または損益計算書への注記
（第3条第2項〉および附属明細書への記載（第46条第2項〉について定め
た。継続性の原則の主たる職能は，利益操作の排除にある。継続性の原則の遵
守によっても，経営成績の期間比較は必ずしもえられるものではないという意
見があるo ともかく商法においても，「正当な理由」なくして会計処理の原則・
手続を変更することは妥当ではないと考えられている。
(1) 飯野利夫著「財務会計論」 2-29。
(2）継続性の原則について（企業会計原則注解〔注3〕）「…企業が選択した会計処理の
原則及び手続を毎期継続して適用しないときは，同ーの会計事実について異なる利益
額が算出されることになり，財務諸表の期間比較を困難ならしめ，その結果，企業の
財務内容に関する利害関係者の判断を誤らしめることになる。
従って，いったん採用した会計処理の原則又は手続は，正当な理由により変更を行
う場合を除き，財務諸表を作成する各時期を通じて継続して適用しなければならな
し、。……J
4 監査制度
(1) 低調な監査役監査
(i）業務監査
明治23年商法第192条「監査役ノ職分ハ左ノ如シ
第1 取締役ノ業務執行カ法律，命令，定款及ヒ総会ノ決議ニ適合スルヤ否
ヤヲ監視シ且総テ其業務施行上ノ過慾及ヒ不整ヲ検出スルコト
第2 計算書，財産目録，貸借対照表，事業報告書，利息叉ハ配当金ノ分配
案ヲ検査シ此事ニ関シ株主総会ニ報告ヲ為スコト
第3 会社ノ為メニ必要叉ハ有益ト認ムルトキハ総会ヲ招集スルコト」
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明治32年商法第181条「監査役ハ何時ニテモ取締役ニ対シテ営業ノ報告ヲ求
メ叉ハ会社ノ業務及ヒ会社財産ノ状況ヲ調査スルコトヲ得」 第183条「監査
役ハ取締役カ株主総会ニ提出セγ トスル書類ヲ調査シ株主総会ニ其意見ヲ報告
スルコトヲ要ス」
わが国の監査役制度は， ドイツ商法にならった。明治23年の商法制定，明治
32年の改正を通して監査役の権限は業務監査へと固まっていった。しかし破綻
事件や不祥事の度に，監査役の無機能が批判された〈もちろん，例外はあった
が……〉。ちなみに「計理士法」が公布されたのは昭和2年のことであった。
戦後，商法の改正に際しては，監査役は有名無実の機関であるとして，その無
用論や廃止論まで飛び出すほどであった。
(i) 会計監査
昭和25年商法第274条「監査役ハ何時ニテモ会計ノ帳簿及書類ノ閲覧若ハ謄
写ヲ為シ叉ハ取締役ニ対シ会計ニ関スル報告ヲ求ムルコトヲ得
①監査役ハ其ノ職務ヲ行フ為特ニ必要アルトキハ会社ノ業務及財産ノ状況ヲ
調査スルコトヲ得」
監査役の権限が，業務監査から会計監査へ縮小された背景には，結局，新設
された取締役会に付与された〈自己〉監査機能にあるといえよう。かくして商
法上の監査役会計監査と証券取引法上の公認会計士監査が並存することとなっ
TこO
なお旧商法において，監査役に提出されるべき計算書類は，①財産目録，②
貸借対照表，①営業報告書，④損益計算書，①準備金及ヒ利益叉ハ利息ノ配当
ニ関スル議案で、あった（旧第190条，旧第281条〉。
（幼監査制度の確立
( i) 株式会社の監査
昭和49年商法第274条「監査役ハ取締役ノ職務ノ執行ヲ監査ス ②監査役ハ
何時ニテモ取締役及支配人其ノ他ノ使用人ニ対シ営業ノ報告ヲ求メ叉ハ会社ノ
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業務及財産ノ状況ヲ調査スルコトヲ得」〈昭和56年第2項改正〉
被監査会社は，大規模会社（資本金5億円以上または負債総額200億円以上
の株式会社〉，中規模会社（大規模・小規模会社以外の株式会社〉，小規模会社
（資本金1億円以下の株式会社〉の3つに分けられた。中規模会社において，
監査役は業務監査を行ない（第274条，第281条第2項〉，小規模会社においては
会計監査のみを行なう（特例法第22条〉。大規模会社においては，監査役によ
る業務監査のほか，会計監査人が会計監査を行なうこととなった（特例法第2
条〉。
(i) 大規模会社における監査の一元化
商法監査（特例法第2条〉と証券取引法監査（第193条ノ 2）の円滑な実施
を確保するためには，商法と証券取引法におけるそれぞれの会計基準（会計処
理の基準および財務諸表表示の基準〉を一致させることにより，両監査制度の
実質的一元化を図ることが緊要とされた。このため，昭和49年，商法の計算規
定・商法計書類規則および企業会計原則・財務諸表規則等一連の改正が行われ
7こO
しかし問題がないわけではない。①商法監査と証取法監査における性格の
違い，②適法性と適正性の関係，①会計監査人の独立機関性，④事前監査と事
後監査の関係等である。
(i) 監査制度の補強
昭和56年商法改正の特徴の 1つは監査制度の補強であるO
（司会計監査人・監査役
会計監査人としては営業報告書の会計監査〈特例法第13条，計算書類規則第
45条〉会計方針変更の監査（第281条ノ 3第2項第5号，特例法第13条〉およ
び後発事象の監査（監査報告書規則第3条，計算書類規則第45条第1項第9号〉
等があげられる。
また監査役としては無償供与の監査（第294条ノ 2），競業取引等の監査（第
264条，第265条，監査報告書規則第7条〉および後発事象の監査（監査報告書
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規則第6条〉等があげられる。
白）取締役会
昭和56年，商法は代表取締役の専横を防止するため，取締役会で決定すべき
ものとして定められた事項はもとより，その他の重要な業務執行についても取
締役会が決定しなければならないものとした〈第260条第2項〉。
また取締役会は，代表取締役および業務担当取締役の業務執行を監督する権
限を有する（第260条第1項〉。その監督権限は，適法性監査だけでなく妥当性
監査にも及ぶとされる。ちなみに監査役の権限は原則として適法性監査を中心
とする。
(1）拙著「商法会計研究J （増補改訂版）第6章商法監査と証取法監査参照。
(2) 監査役および会計監査人による監査範囲の拡大は，財務情報および非財務情報のデ
ィスクロージャー，すなわち開示の充実が図られたことを意味する。
(3）取締役会制度がはじめて採用されたのは昭和25年の改正によってである。これはア
メリカ法にならったもので，株主総会の権限を縮小するとともに，取締役会に業務執
行に関する広範な権限を与えた。すなわち，株主総会の招集（第231条〉新株・社債・
転換社債の発行（第280条ノ 2，第296条，第341条ノ 2），代表取締役の選任（第261
条〉，計算書類の承認（第281条），準備金の資本組入（第293条ノ 3），競業禁止義務
（第264条〉，利益相反取引（第265条〉，中間配当の決議〈第293条ノ 5，昭和49年〉，
新株引受権付社債の発行（第341条ノ 8，昭和56年〉等。かくして株主総会の万能性
を否定し，取締役会中心の機関構成をとったのである。
5 今後の課題
商法の計理体系は，法律目的から貸借対照表を中心に配当可能利益の算定
（貸借対照表剰余金基準〉に必要なかぎりにおいて制度化されていると考え
る。しかし会計学的にみれば，それは完全な計理体系を構成するものではなく，
条文聞に空隙が目立ち，とくに損益計算書の作成にかかる規定を欠いているこ
とは明らかである（もっとも計算書類規則〔省令〕に損益計算書の記載方法が
定められているが……〉。また財産計算原理から損益計算原理への転換は，な
お不備な部分をかなり残している。
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しかし以上のことから，商法に計算規定の完全な体系化を求めることは適当
でなし、。それは商法の限界をこえるからである。そこで商法の会計に関する規
定の体系的関連は，会計学的に補充することによって達成される。
また株式会社の計算書類は，損益計算原理にしたがって作成されるべきであ
るO ところで、株式会社の計算書類については「公正なる会計慣行」の劃酌規定
（第32条第2項〉だけでは不充分である。この劃酌規定は，商業帳簿の作成に
関する規定の解釈にかぎられている。商業帳簿のなかには会計帳簿，貸借対照
表，損益計算書およびその附属明細書がふくまれるとしても，営業報告書，計
算書類の監査およびその監査報告書にまで及ぶものではない。
そこで監査役および会計監査人の行なう計算書類の監査およびその監査報告
書に準拠枠を設けることが必要となってくるのである。し、し、かえれば商法監査
において監査意見表明〈第281条ノ 3第2項，特例法第13条，第14条，監査報
告書規則〉の根拠を明らかにすることである。
以上の論述から，株式会社について会計および監査に関する包括的な規定が
必要となる。それはつぎのような適正表示の原則の設定によって果される。
「貸借対照表及び損益計算書並びにその附属明細書は会社の財政状態及び経
営成績を適正に示すよう作成しなければならない。」
かくして計算書類によって開示される財務情報の量的・質的充実への途が聞
かれることとなる。
(1) 財務諸表作成の基本原則として，屡引用される条文はつぎの通りである。
イギリス会社法第149条第l項「会社のすべての貸借対照表は，決算期末における
会社の財政状態を真実かつ公正に表示しなければならない。会社のすべての損益計算
書は，会計期間の損益を真実かつ公正に表示しなければならない。」（真実かつ公正な
概観の原則〕
西ドイツ株式法第149条第1項「年度決算書類は正規の簿記の諸原則に適合しなけ
ればならない。年度決算書類は明瞭かつ概観可能となるように作成し，評価規定にし
たがって会社の財産および損益の状況を明らかにしなければならない。」（正規の簿記
の諸原則）
財務諸表規則第1条1項「…この規則において定めのない事項については，一般に
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公正妥当と認められる企業会計の基準に従うものとする。」
法人税法第22条第4項「第2項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に
掲げる額は，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるものと
する。」
(2) 企業会計基準審議会「商法計算規定に関する意見書」（昭和55年〉。
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